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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

第１ 教育に関する目標を達成するための措置 

１ 教育の内容及び教育の成果に関する目標を達成するための措置 

(1) 学士課程 

〔1〕学修成果の可視化等により得られたデータをもとに、三つのポリシーとカリキュラムの点

検を行い、各ポリシーとカリキュラムの更なる体系化を行う。また、学生が学修成果を自己評

価するための新たな仕組みづくりを進める。 

〔2〕教養教育語学カリキュラムの見直しを行うとともに、全学年にわたり主体的に語学

学習を継続できるように学習支援環境の充実を図る。

（医学部） 

〔3〕医学教育認証評価の結果を踏まえて教育内容の改善を行うとともに、東部・西部医

療センター教員の医学教育における連携を推進する。また、医療人育成推進センター※1

において、ＩＲ※2システム及び卒業生の進路把握体制のさらなる構築を進める。 

（※1：医師の卒前・卒後の一貫した総合人材育成のための企画・運営を行う組織） 

（※2：Institutional Research：様々な情報を収集、分析することにより、学内の意思決定や改善活動

を支援する取り組み）

（薬学部） 

〔4〕平成27年度開始のカリキュラムによる卒業生の評価のもと、より効果的な学習方法、

評価方法を取り入れる。また、課題解決能力取得のための課外活動の準備を進める。

（経済学部） 

〔5〕情報教育を強化するため、新たな情報教育プログラムを実施する。 

（人文社会学部） 

〔6〕令和４年度にカリキュラム改正を実施できるよう、カリキュラムの検討・編成を行う。

（芸術工学部） 

〔7〕ＩｏＴ※3、ＡＩ※4などの技術革新に対応できる教育カリキュラムを実施する。 

（※3：Internet of Thingsの略。モノのインターネット。コンピュータなどの情報・通信機器だけでなく、世の中

に存在するさまざまな物体（モノ）に通信機能を持たせ、インターネットに接続したり相互に通信したりす

ることにより、自動認識や自動制御、遠隔計測などを行うこと） 

（※4：言語の理解や推論、問題解決などの知的行動を人間に代わってコンピュータに行わせる技術）

（看護学部） 

〔8〕看護学教育モデル・コアカリキュラム及び改正指定規則に基づきつつ、本学の教育

の特徴を活かした新カリキュラムを作成する。また、卒業生の看護実践能力及び就業に

関する問題点や課題抽出の検討を行うほか、分野別認証評価についての情報収集を行う。 

（総合生命理学部） 

〔9〕卒業研究を通して学修意識の向上に努める。また、他学部との連携やインターンシ

ップを活用しつつ、個人の能力を高め価値の創造ができる人材を育てる。 
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(2) 大学院課程 

（大学院教育の質の確保） 

〔10〕教学マネジメント基本方針に基づく教育内容の点検を引き続き実施するとともに、

学部での取り組み等を踏まえた大学院教育の改善を行う。

（高い専門性を持った研究者や高度専門職業人の育成） 

〔11〕より高い専門性を持った研究者や高度専門職業人を育成する。 

（大学院教育の国際化の一層の推進） 

〔12〕国費留学生、私費留学生、日本人学生を対象とした環境健康安全学大学院プログラ

ムへの受入れを増やし、英語による講義の充実などをさらに推進する。

（学際的視点を備えた人材の育成） 

〔13〕連関する分野への志向性とより幅広い知見を持ち、学際的視点を備えた人材を育成

する。 

(3) 入学者選抜 

（学部入試） 

〔14〕入試結果の分析及び入学者の追跡調査による検証を行い、令和４年度に実施する入

試について方法等を改善する。 

（大学院入試） 

〔15〕学力等の質を維持しつつ適正な入学定員充足率を確保するため、大学院入試の広報

を拡充するとともに、入試結果の分析・検証を行い、令和４年度に実施する入試につ

いて方法等を改善する。

２ 教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

(1) 教育実施体制 

〔16〕一般教養科目について、カリキュラムの検証を行う。

〔17〕医薬学総合研究院において、理学研究科も含めた共同研究・教育を推進していくと

ともに、令和3年度4月より修士課程に「減災・医療コース」を開設する。 

〔18〕大学院都市政策コースにおいて、都市政策研究センターとの連携科目である「都市

課題プロジェクト研究」等の充実を図る。 

〔19〕実務家教員養成プログラムの受講生を受け入れ、実務経験を活かした大学教育等を

担うことができる人材の育成を図る。 

〔20〕すべての学部を対象とした数理・データサイエンス・AI教育の導入について整理を

進める。また、AI、IoT やビッグデータを活用し、産業界などで活躍する人材を育成

するため、学士課程の設置に係る課題を整理し、設置申請の準備を進める。 

(2) 教育環境 

〔21〕キャンパス環境の維持や長寿命化等の視点から教育に関する施設・設備の整備改修

等に関する検討を進める。 
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〔22〕授業実施に必要な学内の無線LAN環境についての整備計画を策定する。併せて、引

き続き無線LANをはじめとする教育用情報環境の活用を推進する。 

(3) 教育の質の改善のためのシステム 

〔23〕学生による教育評価や外部評価等を活用したＦＤ・ＳＤ活動を実施する。

３ 学生への支援に関する目標を達成するための措置 

〔24〕多様な学生からのニーズに応じたサポート体制の充実を図るとともに、経済的支援

について国の動向を踏まえて検討する。 

〔25〕社会情勢や就職活動時期の変更などの動向を踏まえ、適切かつ有効な支援を検討し、

実施する。また、低年次向け支援の拡充を図る。

〔26〕自主的な社会貢献活動を促進するため、顕著な活動について表彰するほか、活動団

体間の交流及びＳＮＳによる情報発信を支援する。また、社会情勢に応じた活動支援

を行う。 

第２ 研究に関する目標を達成するための措置 

１ 研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

(1) 研究の水準 

〔27〕研究・産学官連携推進機構会議の活動をさらに活性化し、強みとなる研究分野について

拠点化の支援を行うなど戦略的に研究施策を推進する。

(2) 研究成果の発信と還元 

〔28〕社会ニーズの高い研究を推進し、その研究成果を論文はじめ、様々な情報媒体を活

用して社会へ発信・還元する。

２ 研究の推進に関する目標を達成するための措置 

(1) 研究活動の推進 

〔29〕国等の大型競争的資金及び科学研究費助成事業への申請について、分野横断的な研

究体制の構築など積極的な支援を行う。 

(2) 研究基盤の強化 

〔30〕戦略的に研究機器の整備を進めるとともに、学内外の共同利用を推進するなど、研

究環境の充実を図る。

(3) 研究費の戦略的配分 

〔31〕研究関連経費を戦略的に配分し、最先端研究の活性化の促進や社会ニーズの高い学

際的研究を支援する。また、国等の大型競争的資金を獲得した研究者にインセンティ

ブを与える。
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(4) 次世代を担う若手教員・女性教員の研究支援 

〔32〕特別研究奨励費等の活用により、若手教員・女性教員の研究活動を支援する。また、

若手教員・女性教員からの意見を反映した研究支援施策を実施する。

第３ 社会貢献に関する目標を達成するための措置 

１ 地域貢献に関する目標を達成するための措置 

〔33〕魅力的な公開講座の企画・運営等を行うとともに、書籍の出版や積極的な情報発信

など社会貢献活動を推進する。 

〔34〕ニーズに沿った高大連携事業を実施するとともに、中学生を対象とした事業を試行実施

する。

２ 産学官連携に関する目標を達成するための措置 

〔35〕産学官共創イノベーションセンターの更なる機能強化により、研究・産学官連携を

推進する。また、研究成果の活用を図るため技術移転活動を推進する。

〔36〕特許出願による知的財産の保護及び活用や研究成果の発信に加え、企業ニーズの把

握をすることで産学連携を推進する。また、大学発ベンチャーの創出を促すため、外

部機関と連携しながら起業家育成・支援に関する方策を実施する。

第４ 国際化に関する目標を達成するための措置 

〔37〕学内の優れた取組事例を共有するとともに、大学間交流協定の締結及び拠点校の設

置を促進する。

〔38〕職員向け留学生受入れマニュアルを活用状況に合わせて改定する。また、学内の人材を

活用した研修等を実施するなど、職員の語学能力向上につながる機会を確保する。

〔39〕新たな拠点校の設置に向けた交渉を行う。また、留学生宿舎などの受入れ環境の整備を

行う。

〔40〕大学間交流協定校等との留学プログラムを充実させるほか、学生の海外派遣促進につな

がるよう、外国語授業と留学プログラムの連携を図る。

〔41〕特別研究奨励費の活用により、国際化基本方針及び部局ごとの国際化推進プランに

沿って国際シンポジウム等への支援を行うとともに、海外研究者との共同研究を促進

する。

〔42〕多文化共生の推進に係る地域貢献の機会の提供、情報発信を行う。 

第５ 附属病院に関する目標を達成するための措置 

〔43〕医療を取り巻く環境の変化を見据え、各病院の特長を踏まえるとともに、経営状況

に鑑みつつ体制の整備と、設備機器及び医療機器の更新を計画的に進める。また、令

和４年度の更新計画を改定する。

〔44〕東部医療センターは、感染症拡大の場合において、必要な対応を行う。また、西部
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医療センターは、患者の治療の選択を拡大させる陽子線治療を提供するとともに、セ

ミナー開催などの広報活動に努め利用促進を図る。

〔45〕救急、高度・専門医療などの病院の特長を踏まえた医療事故の予防策の検討や情報共有

を推進する。また、市大病院は、医療の質を高めるための臨床指標策定と評価の仕組みづ

くりに取り組む。

〔46〕３病院が連携し、質の高い臨床研究実施に向けた体制強化・拡充を行い、研究者へ

の教育、他施設への臨床研究に係る支援、先進医療、患者申し出療養及び新規企業治

験を実施する。

〔47〕医療機器研究開発に関連する研修会等の開催や、企業等が行う医療現場の情報収集

への支援を行うなど、企業及び医療従事者の機器開発及び補助金申請を支援する。

〔48〕外国人患者の動向を踏まえつつ、より医療が受けやすい環境を継続的に整備してい

く。

〔49〕市大病院は、救急医療及び災害医療にかかる機能強化についてより具体的な検討を

進め、救急・災害医療センター（仮称）の設計及び立体駐車場の整備を行う。また、

東部医療センターは高齢化の進行などに伴う救急搬送の増加に対応し、西部医療セン

ターは、内科を中心に小児科・産婦人科等の二次救急医療を実施する。

〔50〕在宅医療・介護と連携し地域包括ケアシステムの運用に向けた多職種研修会を企

画・実施するほか、地域住民への啓発を実施する。また、東部・西部医療センターは、

地域医療支援病院として在宅医療・介護連携を支える後方支援の役割を果たし、地域

の医療レベルの向上に努める。

〔51〕より良い職員研修のあり方について検討を開始する。また、新専門医制度の各専門研修

プログラムを安定的に運用する。

〔52〕新たな加算の届出を行う等により、さらなる収益の向上を図る。また、医薬品や医

療材料、試薬の価格交渉、共同購入等をはじめとする経費削減策を実施する。

〔53〕各病院において、経営改善策を検討する会議を開催し、その検討・実施内容を3病

院で共有し、さらなる経営改善につなげる。 
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

第１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

〔54〕大学病院化に伴う新組織の効果検証を行い、より効率的・効果的な運営体制や全学

的な重要課題に対応するための教職員体制を常に目指す。

〔55〕職員の育成方針や研修計画を見直し、職員の専門性の向上及び教職員の意欲向上を

図る。

第２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

〔56〕業務の合理化、省力化、定型業務の自動化に向けた取り組みを組織的に継続すると

ともに、職員のスキルアップの機会を設ける。

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

第１ 財務にかかわる基本的考え方に関する目標を達成するための措置 

〔57〕第三期中期計画で新しく設定した財務関係指標について、予算・決算を説明する際

に分析結果を示し、学内の各種会議等を通じて全学的に共有を図る。

〔58〕月次決算について、前年度比較も含めた分析を行うとともに、契約業務の適切な実

施等を目的とした職員研修を定期的に開催する。 

第２ 自己財源の確保及び経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

〔59〕実習関連経費について受益者負担の観点に立った自己負担化を進める。 

〔60〕自己収入を向上させるため、施設の有償貸出しの利用促進を図る。

〔61〕各同窓会と連携し、同窓生に寄附を働きかけるとともに、イベント開催時に市民等

向けにパンフレットを配布するなど、寄附の獲得に取り組む。

〔62〕３病院において業務委託の集約化を行う等により経費を抑制する。 

第３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

〔63〕新たな教育研究ニーズへの機動的な対応を図るため、稼働率の低い講義室・ゼミ室・実

習室・会議室等の用途変更や共同利用を進める。

Ⅳ 自己点検・評価、情報の提供等に関する目標を達成するためにとるべき措置 

第１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

〔64〕業務実績に対する法人評価の結果及び指摘事項を教育研究活動等の改善に活用す

る。また、令和４年度受審の認証評価に係る自己点検・評価を実施する。 

第２ 広報・情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置 

〔65〕キャッチフレーズ等を活用して本学の特長をＰＲするとともに、ウェブサイトやプ
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レスリリースなど、適切かつ有効なメディアを活用し、大学広報を推進する。

Ⅴ その他の業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

第１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 

〔66〕令和２年度策定の構想に基づき、キャンパス環境の維持や長寿命化等の視点から施

設・設備の整備改修等に関する検討をさらに進めるとともに、老朽化施設・設備に対

処する修繕・更新工事等を行う。 

第２ 環境配慮、安全管理等に関する目標を達成するための措置 

〔67〕環境憲章で定めた、人材育成や省エネなど７つの基本方針の実現のため、基本方針

の各項目について策定したアクションプランに取り組む。

〔68〕業務継続計画のブラッシュアップにより危機管理体制を強化するとともに、定期的

な防災訓練・講習等の実施により、防災意識の向上や学内の安全管理対策の強化を図

る。

〔69〕既存の情報環境を維持するため、基幹・教育系ネットワークの機器を更新する。ま

た、新たに役職や職務に応じた情報セキュリティ研修コースづくりを行う。

〔70〕ハラスメント相談員・対策委員向け研修や役職者向け研修を実施するなど、ハラス

メント防止への意識を向上させることにより、就業環境の改善を促進する。

〔71〕子育てや介護を抱える教職員の就業環境の整備を進めるとともに、上位職における

女性教職員の割合を高めるための取り組みを行う。

第３ コンプライアンスの推進に関する目標を達成するための措置 

〔72〕「倫理推進月間」における啓発活動を通して、教職員のコンプライアンス意識を醸成す

る。また、内部統制システムを適切に運用するとともに、内部監査を実施し、その結果に

基づいて改善のための対策及び措置を行う。
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Ⅵ 予算、収支計画及び資金計画 

１ 予算 

令和３年度 予算

（単位:百万円）

区       分 金   額

収入

運営費交付金 10,057

自己収入 65,993

授業料及び入学金検定料収入 2,669

附属病院収入 61,569

雑収入 1,755

施設整備費等補助金等 1,830

長期借入金収入 5,149

受託研究収入等

目的積立金取崩等

3,251

155

計 86,435

支出

業務費 73,941

教育研究経費 2,321

診療経費 34,495

人件費 37,125

一般管理費 1,188

施設整備費

長期借入金償還金

6,527

949

受託研究費等 3,251

計 85,855

※計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合

計と合致しない場合がある。
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２ 収支計画 

令和３年度 収支計画

（単位:百万円）

※計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合

計と合致しない場合がある。

区       分 金   額

費用の部 80,656

経常費用 80,249

 業務費 75,128

 教育研究経費 2,534

 診療経費 33,438

 受託研究費等 1,672

 人件費 37,544

一般管理費 1,298

施設整備費 0

財務費用 16

減価償却費 3,746

臨時損失 407

施設整備費 407

収入の部 81,342

 経常収益 80,936

運営費交付金収益 9,653

 授業料等収益 2,756

 附属病院収益 61,569

  受託研究収益等 2,746

  施設費収益 0

  雑益 2,495

  資産見返負債戻入 1,718

 臨時利益

  施設費収益

406

406

純利益

目的積立金取崩益等

総利益

686

88

774



- 12 - 

３ 資金計画 

令和３年度 資金計画

（単位:百万円）

※計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合

計と合致しない場合がある。

Ⅶ 短期借入金の限度額 

１ 限度額 

   30億円 

２ 想定される理由 

   運営費交付金の交付時期と資金需要の期間差及び事故の発生等により、緊急に必要

となる対策費として借り入れすること。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

 なし 

Ⅸ 剰余金の使途 

   決算において剰余金が発生した場合は、教育、研究及び診療の質の向上並びに 

  組織運営の改善に充てる。 

区       分 金   額

資金支出 85,855

業務活動による支出 77,360

投資活動による支出 7,546

 財務活動による支出 949

資金収入 86,435

 業務活動による収入 80,209

  運営費交付金による収入 10,057

授業料及び入学金検定料による収入 2,669

附属病院収入 61,569

 受託研究収入等 3,251

その他の収入

目的積立金取崩等収入

2,507

155

 投資活動による収入 1,077

 財務活動による収入 5,150
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Ⅹ 公立大学法人名古屋市立大学の業務運営等に関する規則で定める事項 

１ 施設・設備に関する計画 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財  源 

・設備の更新 

・老朽化した施設の改修等 

・施設の有効活用のための改修

・救命救急センター・災害拠点

病院としての機能強化 

・病院情報システムに係る機器

等の更新 

・医療機器の更新 

・東部医療センター旧棟取り壊

し等 

総額 

6,526

運営費交付金 

（300）

施設整備費等補助金 

（1,077）

長期借入金収入 

（5,149）

２ 積立金の使途 

   前中期目標期間繰越積立金については、教育、研究及び診療の質の向上並びに組

織運営の改善に充てる。 


